
◎出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施

及び技能実習生の保護に関する法律の一部を改正する法律 
（令和六年六月二一日法律第六〇号）   

一、 提案理由（令和六年四月二三日・衆議院法務委員会） 

○小泉国務大臣 出入国管理及び難民認定法等の一部を改正する法律案及び出入国管理

及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律

の一部を改正する法律案につきまして、その趣旨を御説明いたします。 

……………（略）…………… 

 続きまして、出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能

実習生の保護に関する法律の一部を改正する法律案につきまして、その趣旨を御説明い

たします。 

 近年の我が国の労働力不足は深刻であり、外国人材が経済社会の重要な担い手になっ

ている一方で、国際的な人材獲得競争は一層激しさを増している状況にあります。 

 こうした状況や、これまでの技能実習制度及び特定技能制度をめぐる状況を踏まえ、

我が国が魅力ある働き先として選ばれる国になるという観点から、外国人が我が国で就

労しながらキャリアアップできる分かりやすい制度に改めるとともに、人権侵害等の防

止、是正等を図り、我が国の人手不足分野で活躍できる外国人材を確実に育成、確保す

るための法整備を行うことが必要不可欠です。 

 この法律案は、以上に述べた状況に鑑み、所要の法整備を図るため、出入国管理及び

難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の一

部を改正するものであります。 

 この法律案の要点を申し上げます。 

 第一は、技能実習の在留資格に代わるものとして、育成就労産業分野において就労す

ることを内容とする育成就労の在留資格を創設するものです。この育成就労産業分野と

は、特定産業分野のうち、その分野に属する技能を我が国において就労を通じて修得さ

せることが相当な分野をいうものであります。 

 第二は、いわゆる技能実習法の題名を外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外

国人の保護に関する法律に改めるとともに、法律の目的として、育成就労産業分野にお

いて人材を育成し、確保することを明記するものであります。 

 第三は、政府は、育成就労産業分野の選定や、その分野において求められる人材に関

する基本的な事項等を基本方針として定めることとするものです。この基本方針にのっ

とり、主務大臣及び育成就労産業分野を所管する関係行政機関の長等は、共同してこの

分野において求められる人材の基準に関する事項を分野別運用方針として定めることと

するものです。 

 第四は、外国人ごとに作成する育成就労計画の認定の仕組みを定めるものです。具体

的には、業務、技能、日本語能力等の目標や内容、外国人が送り出し機関に支払った費



用の額等に関する基準など、適正な受入れのための認定の基準等を定めるものです。 

 第五は、技能実習制度においては、やむを得ない事情がある場合に限って実習実施者

の変更を認めていたところですが、一定の要件の下で、育成就労外国人の意思による育

成就労実施者の変更を可能とするものです。 

 第六は、監理支援事業を行う監理支援機関を設けるとともに、育成就労の適正な実施

及び育成就労外国人の保護を図るため、機能を十分に果たしていない機関を適切に排除

することができるよう、その許可の基準等を定めるものです。 

 第七は、育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護等を図るため、外国人育成

就労機構を設けることとするものです。同機構においては、育成就労実施者の変更等を

支援するための育成就労外国人と育成就労実施者との間の雇用関係の成立のあっせん等

の業務や、一号特定技能外国人に対する相談対応等の業務を行わせることとするもので

す。 

 第八は、将来的に長期にわたり我が国に貢献する人材を確保する観点から、法務大臣

が永住許可をする要件を一層明確化するとともに、要件を満たさなくなった場合に、他

の在留資格へ変更する措置等を講ずるための規定を設けるものです。 

 このほか、一号特定技能外国人支援計画の委託先を登録支援機関に限ることとするな

ど、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、出入国管理及び難民認定法等の一部を改正する法律案及び出入国管理及び難

民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の一部

を改正する法律案の趣旨であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、 衆議院法務委員長報告（令和六年五月二一日） 

○武部新君 ただいま議題となりました各法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、内閣提出の出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び

技能実習生の保護に関する法律の一部を改正する法律案は、現行の技能実習に代わる新

たな在留資格として育成就労の在留資格を創設するほか、永住許可の要件の明確化等の

措置を講じようとするものであります。 

……………（略）…………… 

 内閣提出の両法律案は、去る四月十六日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われ

た後、本委員会に付託されました。 

 本委員会においては、二十三日小泉法務大臣から趣旨の説明を聴取し、翌二十四日質

疑に入り、二十六日参考人から意見を聴取いたしました。 

……………（略）…………… 

 十日には厚生労働委員会との連合審査会を開会し、十三日には群馬県及び宮城県にお



いて地方公聴会を開催いたしました。十五日には岸田内閣総理大臣の出席を求めて質疑

を行い、十七日質疑を終局いたしました。 

 質疑終局後、内閣提出の出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実

施及び技能実習生の保護に関する法律の一部を改正する法律案に対し、自由民主党・無

所属の会、立憲民主党・無所属、日本維新の会・教育無償化を実現する会及び公明党の

共同提案により、政府の措置に関する規定、永住者の在留資格の取消しに係る規定の適

用に当たっての配慮に関する規定及び検討に関する規定の追加等を内容とする修正案が

提出され、提出者から趣旨の説明を聴取いたしました。 

 次いで、討論を行い、順次採決いたしましたところ、まず、階猛君外九名提出の外国

人一般労働者雇用制度の整備の推進に関する法律案については、賛成少数をもって否決

すべきものと決しました。次に、内閣提出の出入国管理及び難民認定法等の一部を改正

する法律案については、賛成多数をもって可決すべきものと決しました。次に、内閣提

出の出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保

護に関する法律の一部を改正する法律案については、修正案及び修正部分を除く原案は

いずれも賛成多数をもって可決され、修正議決すべきものと決しました。 

 なお、内閣提出の両法律案に対しそれぞれ附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（令和六年五月一七日） 

○米山委員 ただいま議題となりました修正案につきまして、提出者を代表して、その

趣旨を御説明申し上げます。 

 第一に、附則において、政府の措置として、次の四つの措置を定めております。 

 一つ目に、政府は、育成就労制度の運用に当たっては、人材が不足している地域にお

いて必要とされる人材が確保され、もって地域経済の活性化に資するよう、育成就労外

国人が地方から大都市圏に流出すること等により大都市圏その他の特定の地域に過度に

集中して就労することとならないようにするために必要な措置を講ずるものとしており

ます。 

 二つ目に、政府は、監理支援機関及び育成就労実施者が、育成就労外国人の人権及び

労働環境に十分配慮しつつ、育成就労外国人に係る育成就労実施者の変更及び労働者派

遣等監理型育成就労に関する事務を適切かつ円滑に実施することができるよう、監理支

援機関、育成就労実施者、外国人育成就労機構、公共職業安定所等の間の連携強化その

他の必要な措置を講ずるものとしております。 

 三つ目に、政府は、監理支援機関が監理型育成就労実施者から独立した中立の立場で

監理支援事業を行うことができる体制が十分に確保されていることを確認するために必

要な措置を講ずるものとしております。 

 四つ目に、政府は、本邦に在留する外国人に係る社会保障制度及び公租公課の支払い

に関する事項並びに新入管法第二十二条第二項及び第二十二条の四第一項の規定その他



の新入管法及び育成就労法の規定の趣旨及び内容について、本邦に在留する外国人及び

関係者に周知を図るものとしております。 

 第二に、附則において、新入管法第二十二条の四第一項第八号の規定の適用に当たっ

ては、永住者の在留資格をもって在留する外国人の適正な在留を確保する観点から、同

号に該当すると思料される外国人の従前の公租公課の支払い状況及び現在の生活状況そ

の他の当該外国人の置かれている状況に十分配慮するものとしております。 

 第三に、附則において、政府は、この法律の施行後三年を目途として、外国の送り出

し機関及び監理支援機関の事業活動の状況その他の育成就労制度の運用状況の検証を行

い、その結果等を踏まえて育成就労制度の在り方について検討を加え、必要な措置を講

ずるものとしております。 

 以上であります。 

 何とぞ、御審議の上、委員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

○附帯決議（令和六年五月一七日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 我が国が外国人材にとって魅力ある働き先となり、就労希望者がより長く我が国で

就労することができるよう、外国人就労者の生活・就労環境等の整備に努めるものと

し、賃金をはじめとする待遇や職場環境の改善、国及び地方公共団体等における受入

れ体制の整備、本人及び家族のための生活環境の整備、社会保障制度に関する周知徹

底、我が国の文化や社会に対する理解の増進等の諸施策の総合的な取組に向けた検討

を進めること。 

二 外国人就労者の受入れ企業が労働関係法令を遵守し、適切に外国人就労者の雇用と

支援を行うことができるよう、人権意識の醸成及び徹底に向けて、適切な情報発信及

び取組支援の在り方等について検討を行うこと。また、外国人就労者に対する人権侵

害の実態や外国人失踪者に関する状況の把握に努め、必要な改善措置について検討を

行うこと。 

三 地域社会での生活や育成就労の適切な実施に資するとともに、改正後の制度の各段

階において日本語能力がこれまで以上に求められることから、外国人就労者の日本語

習得のために適切な支援がなされるよう、国及び地方公共団体における環境整備の在

り方について検討を行うこと。特に、地方における日本語習得の機会の確保について、

十分に配慮するものとすること。 

四 我が国の産業分野における労働力不足への対応を目的とする本法の趣旨に照らし、

特定技能及び育成就労に係る対象分野及び受入れ見込数の設定に関しては、外国人就

労者の現状や我が国全体の雇用状況を適切に勘案して、透明性・予見可能性が確保さ

れるよう努めるとともに、専門性のある有識者及び関係団体等の知見が適切に反映さ

れ、公平性・中立性が確保されるよう努めるものとすること。また、経済社会の牽引

役となりうる高度外国人材に関し、これまで以上に積極的に誘致を行う方策について



検討を行うこと。 

五 我が国での就労経験を持つ外国人が、過去に習得した技術や日本語能力、日本社会

及び日本文化等への理解や経験を生かして更に我が国で活躍してもらうための受入れ

手段について検討を行うこと。 

六 育成就労外国人の意向による転籍を認めるための要件に関する主務省令の策定に際

しては、技能及び日本語能力の基準等について、適正かつ現実的に転籍が可能なもの

となるよう特に配慮するとともに、改正後の制度の運用状況を踏まえて必要に応じて

見直しを検討するものとすること。 

七 育成就労外国人の転籍が迅速かつ円滑に進められるよう、転籍の申出の手続にかか

る負担が極力少なくなるための措置を検討するとともに、転籍先が確保されるまでの

期間が長期化した場合における生活支援等の在り方について検討を行うこと。 

八 季節性のある分野における派遣形態による育成就労計画の認定に当たっては、派遣

元又は派遣先の事業者の事情により育成就労外国人の利益が不当に害されることのな

いよう、労働関係法令等に即した適切な処遇の確保について特に配慮すること。 

九 監理支援機関の独立性・中立性の確保のための役職員要件及び業務範囲に関する要

件等に関する主務省令の策定に当たっては、本法の趣旨及び地方における監理支援機

関の実情に照らして実効性が確保されるよう留意するとともに、当該要件の充足の状

況及び外部監査人の選任の在り方を含む適切な業務実施体制の確保の状況等について、

実地検査等を通じて継続的に把握するよう努めること。併せて、監理支援機関による

育成就労実施者からの監理支援費の徴収に当たっては、当該費用が実費に限られるこ

とに留意し、監理支援費の設定及び預託金の精算等が適切になされるよう、必要な措

置を検討すること。 

十 育成就労を希望する外国人が送出機関に不当に高額な手数料を支払うことのないよ

う、主務省令で定める手数料の金額の基準を育成就労外国人にとって合理的なものと

するとともに、送出国との新たな二国間取決めの策定に際しては、悪質な送出機関が

排除され、我が国への育成就労外国人の送出しが適切に実施されるものとなるよう、

協議を進めるものとすること。 

十一 永住者に対する永住許可の取消及び職権による在留資格の変更を行おうとする場

合には、既に我が国に定住している永住者の利益を不当に侵害することのないよう、

定着性及び法令違反の悪質性等の個別事情を厳正に判断するとともに、具体的な事例

についてのガイドラインを作成し周知するなど、特に慎重な運用に努めること。また、

その場合における永住者の家族の在留資格の取扱いについて、十分な配慮を行うもの

とすること。 

十二 我が国が魅力ある働き先として選ばれるため、外国人就労者の家族帯同の在り方

について引き続き検討すること。 

十三 本法の施行に伴う出入国在留管理庁及び厚生労働省における業務負担の増加に伴



い、関連業務を迅速かつ適切に実施するために必要な人的・物的体制の整備に努める

こと。また、外国人育成就労機構が支援・保護業務や相談援助業務を適切に行うため

の体制の整備に努めるとともに、育成就労外国人からより広く認知されるための取組

を進めること。 

十四 外国人就労者が改正後の制度について正しく理解して安心して我が国で働くこと

を可能にするとともに、共生社会の実現に向けて国内外の理解が深まるよう、本法の

趣旨及び内容について国際社会や国内の関係機関等に対する周知広報に努めること。 

三、参議院法務委員長報告（令和六年六月一四日） 

○佐々木さやか君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、法務委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生

の保護に関する法律の一部を改正する法律案は、近年における技能実習制度及び特定技

能制度をめぐる状況に鑑み、現行の技能実習に代わる新たな在留資格として育成就労の

在留資格を創設し、育成就労計画の認定及び監理支援を行う事業を行おうとする者の許

可の制度並びにこれらに関する事務を行う外国人育成就労機構を設けるほか、永住許可

の要件の明確化等の措置を講じようとするものであります。 

 なお、衆議院において、育成就労外国人が大都市圏等に過度に集中して就労すること

とならないようにするための政府の措置、永住者の在留資格の取消しに係る規定の適用

に当たって配慮すべき事項、法施行後三年を目途とする育成就労制度の在り方について

の検討等の規定を附則に追加する修正が行われております。 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、技能実習制度と育成就労制度

の関係、育成就労外国人の転籍要件、永住者の在留資格の取消し制度の要件の内容及び

導入の是非、在留カード等と個人番号カードの一体化の意義等について、岸田内閣総理

大臣にも出席を求め質疑を行うとともに、参考人からの意見聴取、静岡県における現地

視察及び地方公聴会、厚生労働委員会との連合審査会を行うなど、幅広い審査を行いま

したが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局した後、日本維新の会・教育無償化を実現する会を代表して清水委員より、

出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に

関する法律の一部を改正する法律案に対し、就労目的の外国人の受入れに係る基本戦略

の策定等を定める法律の制定、我が国以外では修得困難な技能を修得する意欲を有する

外国人の受入れに関する措置等の規定を附則に設けることを内容とする修正案が提出さ

れました。 

 次に、日本共産党を代表して仁比委員より、同法律案に対し、永住許可の要件の明確

化及び永住者の在留資格の取消し等に関する規定を削除することを内容とする修正案が

提出されました。 



 次いで、討論に入りましたところ、立憲民主・社民を代表して福島委員より両法律案

に反対、日本維新の会・教育無償化を実現する会を代表して清水委員より両法律案に賛

成、日本共産党を代表して仁比委員より両法律案に反対する旨の意見がそれぞれ述べら

れました。 

……………（略）…………… 

 次いで、出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習

生の保護に関する法律の一部を改正する法律案について、両修正案はいずれも否決され、

本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、両法律案に対しそれぞれ附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年六月一三日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 我が国が外国人労働者にとって魅力ある働き先となり、就労希望者がより長く我が

国で就労することができるよう、また、安価な労働力の確保策として悪用されること

のなきよう、外国人労働者の生活・就労環境等の整備と適切な法の運用に努めるもの

とし、段階的な技能向上が図られることの明確化、賃金をはじめとする待遇や職場環

境の改善、国及び地方公共団体等における受入れ体制の整備、本人及び家族のための

生活環境の整備、社会保障制度に関する周知徹底、我が国の文化や社会に対する理解

の増進等の諸施策の総合的な取組に向けた検討を進めること。 

二 外国人労働者の受入れ企業が労働関係法令を遵守し、適切に外国人労働者の雇用と

支援を行うことができるよう、人権意識の醸成及び徹底に向けて、適切な情報発信及

び取組支援の在り方等について検討を行うこと。また、外国人労働者に対する人権侵

害の実態や外国人失踪者に関する状況の把握と業所管省庁間の共有に努め、必要な改

善措置について検討を行うこと。 

三 育成就労の関係者は、育成就労労働者等の外出、妊娠・出産及び育児その他の私生

活の自由を不当に制限してはならないこと。政府は、その旨の周知徹底を関係者に向

けて行うものとすること。 

四 地域社会での生活や育成就労の適切な実施に資するとともに、改正後の制度の各段

階において日本語能力がこれまで以上に求められることから、外国人労働者の日本語

習得のために適切な支援がなされるよう、国及び地方公共団体における環境整備の在

り方について検討を行うこと。特に、地方における日本語習得の機会の確保について、

十分に配慮するものとすること。 

五 我が国の産業分野における労働力不足への対応を目的とする本法の趣旨に照らし、

特定技能及び育成就労に係る対象分野及び受入れ見込数の設定に関しては、外国人労

働者の現状や我が国全体の雇用状況を適切に勘案して、透明性・予見可能性が確保さ

れるよう努めるとともに、専門性のある有識者や労使団体等の知見が反映され、公平



性・中立性が確保されるよう努めるものとすること。また、経済社会の牽引役となり

うる高度外国人材に関し、これまで以上に更に積極的に招致を行う方策について検討

を行うこと。 

六 政府は、育成就労産業分野の設定に当たっては、生産性向上や国内人材の確保のた

めの取組を十分に行ってもなお人手不足の状況にある分野であることが客観的データ

等から明らかであること、従事する業務が単純作業でなく、一号特定技能外国人の技

能水準までの人材育成と処遇向上が可能な体制を有する分野・業務であること等、制

度趣旨を踏まえつつ、国内労働市場への影響や産業政策を総合的に検討した上で厳格

に設定すること。 

七 育成就労制度及び特定技能制度において、日本人との同等以上の処遇確保の実効性

を高めるために必要な措置を検討すること。 

八 育成就労制度及び特定技能制度の各種評価試験について、各制度趣旨に沿った適正

レベル、内容となるよう有識者や労使団体等で構成される新たな会議体の意見を踏ま

え、適正化を図ること。 

九 我が国での就労経験を持つ外国人が、過去に習得した技術や日本語能力、日本社会

及び日本文化等への理解や経験を生かして更に我が国で活躍してもらうための受入れ

手段について検討を行うこと。 

十 育成就労労働者の意向による転籍を認めるための要件に関する主務省令の策定に際

しては、技能及び日本語能力の基準等について、適正かつ現実的に転籍が可能なもの

となるよう、有識者や労使団体等で構成される新たな会議体の意見を反映すること。

また、改正後の制度の運用状況を踏まえて必要に応じて見直しを検討するものとする

こと。 

十一 育成就労労働者の転籍が迅速かつ円滑に進められるよう、転籍の申出の手続にか

かる負担が極力少なくなるための措置を検討するとともに、転籍先が確保されるまで

の期間が長期化した場合における生活支援等の在り方について検討を行うこと。 

十二 本人の意向による転籍を制限する期間に関しては、「一年」という有識者会議の

最終報告書及び関係閣僚会議の決定の趣旨を尊重した上で、必要な検討を行うものと

すること。 

十三 育成就労労働者が一年を超えて同一の実習先において就労を継続する場合には、

二年目の就労を開始する際に、当該育成就労労働者の賃金等の雇用条件が一年目の雇

用条件よりも向上することになるよう、雇用契約書のひな型を整備するなどし、雇用

条件が向上していることを育成就労機構が客観的に確認することができるようにする

など、主務省令において適切な定めを設けること。 

十四 本法による育成就労労働者の意思による転職は最大二年間制限することになると

ころ（法第九条の二第四号イ）、政府は育成就労労働者の転籍の状況を適切に把握し、

本法施行後三年を経過した場合において、関係地方公共団体、労使団体その他の関係



者の意見を踏まえて検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所

要の措置を講ずること。 

十五 育成就労制度における労働者派遣について、関連する省令の制定に当たっては、

適正な人材育成及び賃金・処遇の向上、安全対策等が確保され、制度趣旨に沿った厳

格な運用が行われるよう、有識者や労使団体等の関係者の意見を反映すること。 

十六 季節性のある分野における派遣形態による育成就労計画の認定に当たっては、派

遣元又は派遣先の事業者の事情により育成就労労働者の利益が不当に害されることの

ないよう、労働関係法令等に即した適切な処遇をすること。 

十七 政府は、育成就労外国人及び特定技能外国人の労働災害発生率を低減させるため、

受入れ機関における安全衛生管理体制の強化及び安全衛生教育・訓練の充実、外国人

労働者に対する母国語による支援の実施、評価試験における労働安全衛生の観点を含

めた技能の習熟度の確認等、実効性ある方策を検討し、実施すること。 

十八 監理支援機関、登録支援機関及び育成就労実施者の要件について、本法の施行後

に運用状況や法令違反を検証し、その結果を踏まえ、更なる要件の厳格化、必要な措

置等を検討すること。特に登録支援機関については、登録制の是非を含めて検討する

こと。 

十九 監理支援機関の独立性・中立性の確保のための役職員要件及び業務範囲に関する

要件等に関する主務省令の策定に当たっては、本法の趣旨及び地方における監理支援

機関の実情に照らして実効性が確保されるよう留意するとともに、当該要件の充足の

状況及び外部監査人の選任の在り方を含む適切な業務実施体制の確保の状況等につい

て、実地検査等を通じて継続的に把握するよう努めること。併せて、監理支援機関に

よる育成就労実施者からの監理支援費の徴収に当たっては、当該費用が実費に限られ

ることに留意し、監理支援費の設定及び預託金の精算等が適切になされるよう、必要

な措置を検討すること。 

二十 育成就労を希望する外国人が送出機関に不当に高額な手数料を支払うことのない

よう、主務省令で定める手数料の金額の基準を育成就労労働者にとって合理的なもの

とするとともに、送出国との新たな二国間取決めの策定に際しては、悪質な送出機関

が排除され、我が国への育成就労労働者の送出しが適切に実施されるものとなるよう、

協議を進めるものとすること。 

二十一 永住者に対する永住許可の取消及び職権による在留資格の変更を行おうとする

場合には、既に我が国に定住している永住者の利益を不当に侵害することのないよう、

定着性及び法令違反の悪質性等の個別事情を厳正に判断するとともに、具体的な事例

についてのガイドラインを作成し周知するなど、特に慎重な運用に努めること。また、

その場合における永住者の家族の在留資格の取扱いについて、十分な配慮を行うもの

とすること。 

二十二 我が国が魅力ある働き先として選ばれるため、外国人労働者の家族帯同の在り



方について引き続き検討すること。 

二十三 今後、育成就労を経た特定技能外国人の増加が見込まれる中、これら外国人に

対する人権侵害の有無を含め、育成就労及び特定技能の両制度が適正に運用されてい

るかの調査を行うなど、実態の把握に努めること。 

二十四 我が国の労働人口の減少に伴う外国人労働者の増加を踏まえ、外国人との共生

及び戦略的な受入れ施策を含めた外国人受入れ政策全般について検討を開始し、その

結果に基づいて制度又は運用の見直しその他の必要な措置を講ずるものとすること。

この検討に当たっては、関係者を含めた有識者で構成される会議体を設置して、これ

を行うこと。 

二十五 政府は、外国人労働者をめぐる労働・雇用管理に関する問題が発生している状

況に鑑み、外国人雇用管理指針を含め、外国人労働者の雇用管理に関する法令の在り

方についての検討を行うこと。その際、労働政策審議会等、労使が参画する会議体に

おいて必要な議論を行うものとすること。 

二十六 本法の施行に伴う出入国在留管理庁及び厚生労働省における業務負担の増加に

伴い、関連業務を迅速かつ適切に実施するために必要な人的・物的体制の整備に努め

ること。 

二十七 外国人育成就労機構が支援・保護業務や相談援助業務を適切に行うため、予算

の確保も含め、体制の整備に努めるとともに、育成就労労働者からより広く認知され

るための取組を進めること。 

二十八 育成就労労働者及び特定技能外国人からの各種相談案件について、法令に違反

する事実又はそれが疑われる事案を把握したときには、外国人育成就労機構は、関係

各省庁に対し、遅滞なく情報提供等を行うものとすること。また、情報提供を受けた

関係各省庁は、連携の上、事実関係の調査を行い、適切な指導監督を行うものとする

こと。 

二十九 外国人労働者が改正後の制度について正しく理解して安心して我が国で働くこ

とを可能にするとともに、共生社会の実現に向けて国内外の理解が深まるよう、本法

の趣旨及び内容について国際社会や国内の関係機関等に対する周知広報に努めること。 

  右決議する。 


